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独立行政法人 

（中期目標管理法人・国立研究開発法人） 

 
国立大学法人 

 
公立大学法人 

 
沖縄科学技術大学院大学 

私立大学等 
（文部科学大臣が所轄庁である学校法人）  

※私立学校法の令和５年改正（令和７年４月～施行）後 

 
公益法人 

目
標
（
法
定
事
項
） 

・目標の記載事項として以下を規
定。 

１中（長）期目標の期間（３年以上５
年以下の期間（国立研究開発法人
については５年以上７年以下の期
間）で主務大臣が定める期間） 

２国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する事
項 

※国立研究開発法人の場合は以下に
ついて記載。 

２研究開発の成果の最大化その他の
業務の質の向上に関する事項 

３業務運営の効率化に関する事項 
４財務内容の改善に関する事項 
５その他業務運営に関する重要事項 

・目標の記載事項として以下を規
定。 

１教育研究の質の向上に関する事項 
２業務運営の改善及び効率化に関す
る事項 

３財務内容の改善に関する事項 
４教育及び研究並びに組織及び運営

の状況について自ら行う点検及び
評価並びに当該状況に係る情報の
提供に関する事項 

５その他業務運営に関する重要事項 
 

・目標の記載事項として以下を規
定。（設立団体の長が中期目標を策
定（法人意見に配慮）） 

１中期目標の期間（６年間） 
２住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する事
項 

３業務運営の改善及び効率化に関す
る事項 

４財務内容の改善に関する事項 
５その他業務運営に関する重要事項 
６教育及び研究並びに組織及び運営
の状況について自ら行う点検及び
評価並びに当該状況に係る情報の
提供に関する事項 

― ― ― 

中
（
長
）
期
計
画
（
法
定
事
項
） 

・中（長）期計画の記載事項として以
下を規定。 

１国民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目
標を達成するためとるべき措置 

※国立研究開発法人の場合は以下に
ついて記載 

１研究開発の成果の最大化その他の
業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置 

２業務運営の効率化に関する目標を
達成するためとるべき措置 

３予算（人件費の見積りを含む。）、収
支計画及び資金計画 

４短期借入金の限度額 
５不要財産又は不要財産となること
が見込まれる財産がある場合に
は、当該財産の処分に関する計画 

６前号に規定する財産以外の重要な
財産を譲渡し、又は担保に供しよ
うとするときは、その計画 

７剰余金の使途 
８その他主務省令で定める業務運営
に関する事項 

・中期計画の記載事項として以下を
規定。 

１教育研究の質の向上に関する目標
を達成するためとるべき措置 

２業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するためとるべき措
置 

３前二号に掲げる措置の実施状況に
関する指標 

４予算（人件費の見積りを含む。）、収
支計画及び資金計画 

５短期借入金の限度額 
６重要な財産を譲渡し、又は担保に
供しようとするときは、その計画 

７剰余金の使途 
８その他文部科学省令で定める業務
運営に関する事項 

・中期計画の記載事項として以下を
規定。（設立団体の長が認可（あら
かじめ評価委員会の意見を聴く）。 

１住民に対して提供するサービスそ
の他の業務の質の向上に関する目
標を達成するためとるべき措置 

２業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するためとるべき措
置 

３予算（人件費の見積りを含む。）、収
支計画及び資金計画 

４短期借入金の限度額 
５出資等に係る不要財産又は出資等
に係る不要財産となることが見込
まれる財産がある場合には、当該
財産の処分に関する計画 

６前号に規定する財産以外の重要な
財産を譲渡し、又は担保に供しよ
うとするときは、その計画 

７剰余金の使途 
８その他設立団体の規則で定める業
務運営に関する事項 

９１及び２に掲げる措置の実施状況
に関する指標 

・認証評価の結果を踏まえ、中期事
業計画を作成（私立学校法）。 

・文部科学大臣が所轄庁である学校法
人は、事業に関する中期的な計画を
作成。 

・文部科学大臣が所轄庁である学校法
人は、事業計画及び事業に関する中
期的な計画を作成するに当たって
は、学校教育法に規定する認証評価
の結果を踏まえて作成しなければ
ならない。 

 

 

年
度
計
画
（
法
令
事
項
） 

・毎事業年度の開始前に、中期計画
に基づき、その事業年度の業務運営
に関する計画（年度計画）を策定。年
度計画の記載事項については主務省
令で規定。 

 ※年度計画の策定義務はなし 
 

・毎会計年度、事業計画の作成（内閣
総理大臣の認可）（OIST法）。 

・学校法人は、毎会計年度、予算及び
事業計画を作成。 

・公益認定の申請時に事業計画書等
を添付。公益法人は、毎事業年度開始
の日の前日までに事業計画書等を作
成し、主たる事務所に備え置き、行政
庁に提出しなければならず、公益法
人及び行政庁は、当該公益法人の事
業計画書等を閲覧に供さなければな
らない。（公益社団法人及び公益財団
法人の認定等に関する法律） 

目
標 

○例：物質・材料研究機構（NIMS） 
＜中長期目標（令和５年～11 年度）＞ 
・中長期目標の期間 
・研究開発の成果の最大化その他の
業務の質の向上に関する事項（１．
物質・材料科学技術に関する基礎
研究及び基盤的研究開発、２．マテ
リアル研究開発を先導する研究基
盤の構築、３．多様な形態での連携
構築及び研究成果の社会還元、４．
研究成果等の発信力強化とプレゼ
ンスの向上及び広報・アウトリー
チ活動の推進） 

・業務運営の改善及び効率化に関す
る事項（１．適正かつ効果的なマネ

○例：東京大学 
＜中期目標（令和４年～９年度）＞ 
Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事
項（１社会との共創、２教育、３
研究、４その他社会との共創、教
育、研究に関する重要事項） 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関
する事項 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 
Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運
営の状況について自ら行う点検及
び評価並びに当該状況に係る情報
の提供に関する事項 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事
項 

○例：横浜市立大学 
＜中期目標（令和５年～10年度）＞ 
・中期目標の期間等 
・業務の質の向上に関する目標（１
教育、２研究、３医療、４学生支援、
５地域貢献、６グローバル展開） 

・業務運営の改善及び効率化に関す
る目標（１社会的要請に応える経
営資源の管理、２信頼される組織
運営の確保とコンプライアンスの
取組の強化、３ガバナンスの仕組
み並びに人事制度及び人材育成制
度の強化、４働き方改革の推進） 

・財務内容の改善に関する目標（１
外部資金の積極的獲得、２経営基

＜戦略目標（2020年～2030年）＞ 
※自主的に策定 
１世界トップレベルの大学・国際研
究拠点として発展する 

２世界トップレベルの博士課程プロ
グラムを提供する 

３新たな発見を経済社会へ広く波及
させる 

４沖縄の社会的・経済的繁栄に寄与
する 

５ガバナンスの卓越性を維持する 
６効率的な業務運営を促進する 
７沖縄での他大学・研究機関・産業
界・政府とのパートナーシップを
推進する 

○例：立教大学 
＜中期目標（2023年～2027年）＞ 
１RIKKYO Learning Style 第 2ステー

ジの推進 
２一貫連携教育の充実 
３大学図書館の機能拡充 
４キャリア支援・就職支援の強化とキ
ャリア・ブランディングの深化 

５国際化 
６地域連携・SDGｓの連携強化 
７キャンパス整備計画 
８情報戦略 2.0の推進 等 
 

○例：公益社団法人日本工学アカデ
ミー 
 

比較表（目標・計画の策定） 資料６ 
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ジメント体制の確立、２．業務全体
での改善及び効率化） 

・財務内容の改善に関する事項 
・その他業務運営に関する重要事項
（１．施設及び設備に関する事項、
２．人事に関する事項） 

 盤の強化） 
・その他業務運営に関する重要事項
に関する目標（１新設し、及び再編
した学部及び研究科の検証、２新
たな感染症の発生に備えた対応、
３再整備に向けた検討の推進と病
院事業の経営改善、４横浜市職員
の人材育成と職員と連携した施策
検、５みなとみらいサテライトキ
ャンパスの積極的活用） 

・自己点検及び評価並びに当該状況
に係る情報の提供に関する目標
（１中期目標及び中期計画の共
有、２自己点検及び評価） 

８起業家文化を創出する 
９最も有能な人材を惹きつける 
10誰もが歓迎される開かれた大学コ
ミュニティを作る 

11先進的で魅力的な最先端のキャン
パスを作る 

12責任ある環境保護を推進する 
13本学の貢献を地域・国内外に発信
する 

14多様性、ウェルビーイング、開か
れた協力的な文化を維持する 

15持続可能な成長と長期的な卓越性
のための計画を立案する 

16競争的研究資金・助成金・寄付を
通じて資金調達を補完する 

中
（
長
）
期
計
画 

＜中長期計画（令和５年～12年度）＞ 
・研究開発の成果の最大化その他の
業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置（１．物
質・材料科学技術に関する基礎研
究及び基盤的研究開発、２．マテリ
アル研究開発を先導する研究基盤
の構築、３．多様な形態での連携構
築及び研究成果の社会還元、４．研
究成果等の発信力強化とプレゼン
スの向上及び広報・アウトリーチ
活動の推進） 

・業務運営の改善及び効率化に関す
る目標を達成するためとるべき措
置（１．適正かつ効果的なマネジメ
ント体制の確立、２．業務全体での
改善及び効率化） 

・財務内容の改善に関する目標を達
成するためとるべき措置（１．予算
（人件費の見積りを含む。）、収支
計画及び資金計画、２．短期借入金
の限度額、３．不要財産又は不要財
産となることが見込まれる財産が
ある場合には、当該財産の処分に
関する計画、４．前号に規定する財
産以外の重要な財産を譲渡し、又
は担保に供しようとするときは、
その計画、５．剰余金の使途） 

・その他主務省令で定める業務運営
に関する事項（１．施設及び設備に
関する計画、２．人事に関する計
画、３．中長期目標期間を超える債
務負担、４．積立金の使途） 

＜中期計画（令和４年～９年度）＞ 
Ⅰ 教育研究の質の向上に関する目

標を達成するためにとるべき措置
（１社会との共創に関する目標を
達成するための措置、２教育に関
する目標を達成するための措置、
３研究に関する目標を達成するた
めの措置、４その他社会との共
創、教育、研究に関する重要事項
に関する目標を達成するための措
置） 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関
する目標を達成するためにとるべ
き措置 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を
達成するためにとるべき措置 

Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運
営の状況について自ら行う点検及
び評価並びに当該状況に係る情報
の提供に関する目標を達成するた
めにとるべき措置 

Ⅴ その他業務運営に関する重要事
項に関する目標を達成するために
とるべき措置 

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む）、
収支計画及び資金計画 

Ⅶ 短期借入金の限度額 
Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保
に供する計画 

Ⅸ 剰余金の使途 
Ⅹ その他（１施設・設備に関する
計画、２人事に関する計画、３コ
ンプライアンスに関する計画、４
安全管理に関する計画、５中期目
標期間を超える債務負担、６積立
金の使途、７マイナンバーカード
の普及促進に関する計画） 

＜中期計画（令和５年～10年度）＞ 
・教育（１新たな時代を見据えた教
育の提供、２５学部６研究科にお
ける研究の充実、３時代に即した
学修環境・学生支援の提供、４多様
で優秀な人材の獲得と輩出、５社
会人の学び直し） 

・研究（１先進的・学際的研究等の推
進、２オープンイノベーションの
推進、３研究基盤の強化及び支援
体制の整備） 

・医療（１患者本位の医療の提供と
患者安全の取組、２質の高い医療
の提供、３政策的医療への貢献、地
域医療の推進、４明日を担う質の
高い医療人材の育成と活用） 

・法人経営（１経営改革を強力に推
進するガバナンスの強化、２不断
の経営改革及び持続可能な経営の
ための自己収入確保、３コンプラ
イアンス推進、リスクマネジメン
トの確立、４教職員エンゲージメ
ントの向上、５YCUの価値向上、６
課題解決を目指した地域社会との
協働の推進、７医学部・病院等再整
備事業を見据えた取組の推進、８
環境への配慮や交流を意識したキ
ャンパスづくり） 

・自己点検及び評価 
・地域貢献 
・グローバル展開 

＜戦略計画（2020年～2030年）＞ 
※自主的に策定 
１世界トップレベルの研究と教育の
実現 

２イノベーションを通じ社会を変革
する技術の開発 

３優れたガバナンスと効率的な管理
体制の推進 

４沖縄及び国内外の利益の実現 
５個人の能力開発を通じた共通目標
の達成 

６コミュニティの発展 
７キャンパスの整備 
８学内外コミュニケーションの推進 
９必要な研究資源と資金戦略 

＜中期計画（2023年～2027年）＞ 
１RIKKYO Learning Style 第２ステー
ジの推進 

２新しい学士課程教育の展開 
３大学院学内制度改革による大学院
教育の拡充 

４グローバル・リベラルアーツ・プロ
グラム（GLAP）の展開 

５一貫連携教育の充実 
６大学図書館の機能拡充 
７2024 年度の次期認証評価への対応 
８学内研究所・研究センター等の「再」
活性化 

９人文科学・社会科学を軸とした学術
知共創の支援 

10国内外共同研究推進の支援 
11 環境変化に応じた奨学金制度の構
築 

12キャリア支援・就職支援の強化とキ
ャリア・ブランディングの深化 

13 新しい時代を見据えた体育会活動
支援 

14「立教箱根駅伝 2024」事業の推進 
15地域連携の強化 
16SDGｓの連携強化 
17 スーパーグローバル大学創成支援
事業（TGU事業） 

18Rikkyo Study Project（RSP事業） 
19大学の国際化促進フォーラム事業 
20大学の世界展開力強化事業 
21広報・ブランディングの推進 
22財政基盤の構築 
23 池袋キャンパスメーキング第一期
施設整備計画の策定 

24 新座キャンパスメーキング第一期
施設整備計画の策定 

25情報戦略 2.0の推進 
26 創立 150 周年記念事業の推進と募
金活動への貢献 
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年
度
計
画 

＜年度計画（令和４年度）＞ 
・研究開発の成果の最大化その他の

業務の質の向上に関する目標を達
成するためにとるべき措置（１．物
質・材料科学技術に関する基礎研
究及び基盤的研究開発、２．研究成
果の情報発信及び活用促進、３．中
核的機関としての活動） 

・業務運営の効率化に関する目標を
達成するためにとるべき措置（１．
組織編成の基本方針、２．業務運営
の基本方針） 

・財務内容の改善に関する目標を達
成するためにとるべき措置（１．予
算（人件費の見積もりを含む。）、収
支計画及び資金計画、２．短期借入
金の限度額、３．不要財産又は不要
財産となることが見込まれる財産
がある場合には、その処分に関す
る 計画、４．前号に規定する財産
以外の重要な財産を譲渡し、又は
担保に供しようとするときは、そ
の計画、５．剰余金の使途） 

・その他主務省令で定める業務運営
に関する事項（１．施設及び設備に
関する計画、２．人事に関する計
画、３．中長期目標期間を超える債
務負担、４．積立金の使途） 

  ＜事業計画（令和６年度）＞ 
１教育研究に関する事項（博士課程、
研究活動に関する事項、教員関係、
世界的連携） 

２ガバナンス及び業務運営の透明
性・効率性に関する事項（ガバナン
ス及び業務運営体制、予算配分と
執行、事務事業の効率化、人事管
理、コンプライアンスの確保、情報
公開及び広報活動） 

３財務に関する事項―外部資金 
４沖縄の自立的発展への貢献に関す
る事項 

５キャンパス整備・大学コミュニテ
ィの形成、安全確保及び環境への
配慮に関する事項（キャンパス整
備、大学コミュニティの形成、子弟
の教育・保育環境の向上、安全の確
保、環境への配慮） 

 ＜事業計画（2024年度）＞ 
１．創造的革新技術の萌芽の模索、評
価等による、先見性・創造性のある
基礎研究の推進のための調査研
究、提言等に関する事業 

２．社会、産業界、学界が工学及び科
学技術に関する分野で直面してい
る具体的問題の把握とその解決に
関する事業 

３．工学及び科学技術に関連する問
題についての普及啓発活動に関す
る事業 

４．工学及び科学技術の分野におけ
る国際交流の推進に関する事業 

５．その他本法人の目的を達成する
ために必要な事業 

 
※NIMS、東京大学、横浜市立大学、立教大学、公益社団法人日本工学アカデミーの目標・中（長）期計画・年度計画については、HPを基に内閣府において記載。 


